
山形県(以下「甲」という。)と日本下水道事業団(以下「乙」という。)とは、甲の所管する
下水道施設について災害が発生した場合において乙が行う下水道施設の維持又は修繕に関する工
事その他の支援(以下「災害支援」という。)に関し、次のとおり協定を締結する。

(目的等)

第1条この協定は、乙が行う災害支援に関して基本的な事項を定め、災害支援の円滑な実施によ
り、災害が生じた下水道施設の機能の迅速な回復を図り、もって浸水被害の拡大その他の生活
環境の悪化又は公共用水域の水質の悪化を防止することを目的とする。

2 この協定は、下水道法(昭和器年法律第79号)第 15条の2に規定する災害時維持修繕協定
である。
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(対象)

第2条この協定の対象となる災害は、次の各号に掲げる原因により生ずるものとする。
a)暴風、竜巻、豪雨、落雷、豪雪、洪水、崖崩れ、士石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑

りその他の異常な自然現象

②その他甲と乙の協議により定めるもの

2 この協定の対象となる下水道施設は、別記に掲げるもの(以下「協定下水道施設」という。)
とする。

(災害支援の内容)

第3条乙が行う災害支援の内容は、次の各号に掲げるものとする。
(1)災害の状況を確認するために行う現地調査(協定下水道施設の点検を含む。)
②公共士木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令(昭和26年政令第 107号)第5条第1項

の規定による災害報告に必要な資料の作成

得)協定下水道施設について、その応急工事又は復旧工事が完了するまでの間、暫定的にその
機能を確保するために行う簡易消毒の実施、仮設ポンプの設置その他の維持又は修繕に関す
る工事

④災害査定に必要な設計図書その他の関係資料の作成 q乍成のために行う現地調査を含む。)
及び災害査定への立会

⑤前各号に掲げる災害支援に附帯する支援

(災害支援の要請の方法)

第4条甲は、乙に災害支援を要請しょうとする場合には、文書により行うものとする。ただし、
文書によることができない場合には、電子メールの送信又はファクシミリ装置を用いた送信(こ

れらの送信ができないときは、口頭又は電話)により当該要請を行うことができる。

2 前項ただし書の場合においては、甲は、事後において速やかに、乙に文書を交付するものと
ずる。

(費用の負担)

第7条甲は、乙が行った災害支援に要した費用(第3条第1号及び第2号に規定する災害支援に

要したものを除く。)を負担するものとする。

(災害支援の実施)

第5条、、乙は、前条の要請があったときは、その人員等に応じて可能な範囲で、第3条に規定する

災害支援を行うものとする。

(災害支援の完了の報告)

第6条乙は、前条の規定による災害支援の全部又は一部を完了したときは、甲に対し、速やかに

その内容を報告するものとする。
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日本下水道事業団理事長

山形県・日本下水道事業団災害支援協定第Ⅱ条に基づき現況届を提出します。
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維持管理
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※1 御担当者様は2名以上ご登録願います。
※2 災害時緊急連絡先が複数ある場合は「,」で区切って御記入願います。
※3 維持管理委託先がない場合は、「維持管理委託先」欄を御記入いただく必要はありません。

維持管理委託先が複数ある場合は、行を増やして御記入願います。
※4 「対象施設名」欄は、対象施設ごとに対象施設名及び最新の図面の作成年月日を記載してください。

また、施設が複数ある場合は牙1絲氏を作成するか、行を増やして御記入願います。
※5 「留意事項」欄は、災害支援時に留意すべきことがあれば御記入願います。
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